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1 

会社の体制及び方針 

(1) 業務の適正を確保するための体制 

当社は、内部統制システムの基本方針を以下のとおり定め、整備しております。 

１．当社の取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制 

当社は、当社グループの活動が社会規範、倫理、法令等を遵守し、公正かつ適切な経営の実現と地

域社会との調和の基に行われるものとなるための指針として企業倫理綱領を定めており、全社的な企

業倫理の遵守及び浸透を率先垂範して行います。 

当社は、当社グループにおけるリスク情報の収集・分析・対応を審議し、コンプライアンス体制の

整備、維持及び向上を担う組織としてリスク管理・コンプライアンス委員会を設置しております。 

当社は、内部監査室を設置し、当社グループの業務運営のモニタリングを行い、その活動が適切に

行われていることを監視しております。 

当社は、内部通報制度を設け、当社グループの業務運営に関する違法、不正又は不当な行為の早期

発見及び是正を図り、当社グループの社会的信頼の維持及び業務運営の公正性の確保を図ります。 

２．当社の取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制 

 当社は、取締役会及びその他の重要な組織の議事録を作成し、これを保管します。これらの議事録

は、監査等委員が求めた場合は、いつでも当該議事録を閲覧に供します。また、議事録、契約書等の

重要文書の記録、保存及び管理に関する「文書管理規程」を制定しております。 

３．当社の損失の危険に関する規程その他の体制 

 当社は、当社グループのリスク管理の基本方針、体制等を定めた「リスク管理規程」及び当社グル

ープのコンプライアンスの基本方針、体制等を定めた「コンプライアンス規程」を定めており、「リ

スク管理・コンプライアンス委員会規程」に基づきリスク管理・コンプライアンス委員会を設置して

おります。当委員会は、当社グループにおけるリスク管理体制の整備、維持及び向上を担い、リスク

が顕在化した場合には、その影響を最小限に抑えるため、対応策等について審議を行い、対応策等を

決定するとともに、当社グループにおけるコンプライアンス体制の整備、維持及び向上を担っており

ます。また、当委員会は取締役会にリスク管理又はコンプライアンスに係る重要な情報を報告してお

ります。 

 当社は、一般に公正妥当と認められた企業会計の基準に準拠して財務諸表が作成され、適正な財務

報告が行われることを確保するための内部統制を整備及び運用しております。 

４．当社の取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制 

 当社の取締役会を、原則３か月に１回開催し、機動的・効率的な経営判断を行うため必要に応じて

臨時の取締役会を開催しております。また、代表取締役の他に業務執行を行う取締役を定め当社グル

ープの業務に係る速やかな情報収集と機動的な意思決定を可能にしております。 

５．当社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制 

(1）子会社の取締役等の職務の執行に係る事項の当社への報告に関する体制 

 子会社の営業、財務、経理、人事等のうち重要な事項の決定は、当社へ報告の上、事前の承認を

必要とするものとしております。 

(2）子会社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制 

 当社は、当社グループのリスク管理を担当する機関としてリスク管理・コンプライアンス委員会

を設置しており、当社グループ全体のリスク情報の収集・分析・対応等を審議しております。 

(3）子会社の取締役等の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制 
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 当社は、「子会社等管理規程」を制定しており、当社グループ全体の経営の整合性と子会社の取

締役の効率的な職務執行を確保するための規則、体制等を定めております。 

(4）子会社の取締役等及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制 

 当社は、「コンプライアンス規程」を制定しており、当社グループ全体の法令等の適合性を確保

するための規則、体制等を定めております。 

６．監査等委員会の職務を補助すべき取締役及び使用人に関する事項、当該取締役及び使用人の他の取

締役（監査等委員である取締役を除く。）からの独立性に関する事項、当該取締役及び使用人に対する

指示の実効性の確保に関する事項 

 当社は、監査等委員から要請があれば、その職務を補助する体制を敷いております。 

 当社は、監査等委員より監査業務に必要な命令を受けた従業員が、その命令に関して他の取締役等

の関与を受けない体制を敷いております。また、当該従業員の人事異動、人事考課については、監査

等委員の意見を尊重する体制を敷いております。 

７．当社グループの取締役（監査等委員である取締役を除く。）及び使用人が監査等委員会に報告する

ための体制及び報告をした者が当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを受けないことを確保

するための体制 

代表取締役及び業務執行取締役は、取締役会において、随時その担当する業務執行の報告を行うも

のとしております。 

監査等委員が事業の報告を求めた場合又は業務及び財産の調査を行う場合は、迅速かつ適切に対応

しております。 

リスク管理・コンプライアンス委員会は、当社グループのリスク管理及びコンプライアンスに係る

情報を取締役会に報告しております。 

当社は、監査等委員会へ報告をした者に対し、当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを行

うことを禁止しており、その旨を周知徹底しております。 

８．監査等委員の職務の執行について生ずる費用の前払又は償還の手続その他の職務の執行について生

ずる費用又は債務の処理に係る方針に関する事項及びその他監査等委員会の監査が実効的に行われる

ことを確保するための体制 

 当社は、監査等委員がその職務の遂行について生じる費用の前払又は償還の請求をしたときは、職

務の執行に必要でないことを証明した場合を除き、速やかに費用又は債務を処理しております。 

(2) 業務の適正を確保するための体制の運用状況 

当社は、上記の基本方針に則って内部統制システムを運用しております。その運用状況の概要は

以下のとおりであります。 

１．当社の取締役及び使用人の職務の執行に係る体制 

企業倫理綱領の遵守及び浸透を図るため、当社グループの役員及び従業員に対して企業倫理綱領の

周知を目的としたアンケートを実施しております。 

内部監査室は、年度監査計画を作成し、当計画に基づき当社グループの内部監査を実施し、その結

果を取締役会等に報告しております。 

経営戦略会議を開催し、当社グループ各社より事業の進捗状況や問題点等の情報収集を行い、重要

な事項については、当社の取締役会へ報告しております。 

文書管理規程に基づき、取締役会議事録、経営戦略会議議事録、その他の重要文書を管理し、適時

に閲覧が可能な状態で保管しております。 
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２．当社のリスク管理体制 

リスク管理・コンプライアンス委員会を開催し、当社グループを取り巻く様々なリスクに関する情

報を横断的・網羅的に収集・評価・対応しております。 

３．グループ管理体制 

経営戦略会議及びリスク管理・コンプライアンス委員会を開催し、当社グループにおけるリスク情

報の収集・分析・対応等を審議しております。また、子会社における全ての重要な決定事項は、当社

において審議を行い事前に承認したのち実行しております。 

４．当社の監査等委員会の監査が実効的に行われることを確保するための体制 

監査等委員会は、会計監査人及び内部監査室担当者と適宜、情報交換等を行うとともに、取締役及

び従業員より重要事項について報告を受けております。また、常勤監査等委員は、取締役会だけでな

く経営戦略会議及びリスク管理・コンプライアンス委員会のメンバーであり、取締役（監査等委員で

ある取締役を除く。）及び従業員より速やかに報告を受けております。 
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連結注記表 

１．連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記等 

(1) 連結の範囲に関する事項 

連結子会社の数及び主要な連結子会社の名称 

・連結子会社の数   ９社 

・主要な連結子会社の名称    

朝里川温泉開発株式会社、株式会社フィーノホテルズ、株式会社バリュー・ザ・ホテル、

株式会社ベストウェスタンホテルズジャパン、株式会社衣浦グランドホテル、株式会社

バリュー・ザ・ホテル宮城、株式会社プレミアリゾートオペレーションズ、合同会社東

北早期復興支援ファンド２号、合同会社バリュー・ザ・ホテルファンド 

(2) 会計方針に関する事項 

①重要な資産の評価基準及び評価方法 

イ．有価証券 

・その他有価証券 

・時価のあるもの  

連結決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は部分純資産直入法により

処理し、売却原価は総平均法により算定）を採用しております。 

・時価のないもの       
総平均法による原価法を採用しております。 

また、投資事業組合出資金については、当該投資事業組合の直近の決算書の当

社持分割合で評価しております。 

ロ．たな卸資産 

・販売用不動産  

個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法

により算定）を採用しております。 

・原材料及び貯蔵品   

移動平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの

方法により算定）を採用しております。 

なお、ホテル事業に係る原材料及び貯蔵品は、最終仕入原価法を採用しておりま

す。 

②重要な減価償却資産の減価償却の方法 

イ．有形固定資産（リース資産を除く） 

定率法を採用しております。 

ただし、建物（附属設備を除く）並びに 2016年４月１日以降に取得した建物附属設備

及び構築物並びにホテル事業に係る有形固定資産については、定額法を採用しておりま

す。 

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。 

建物及び構築物  ８～39年 

機械装置及び運搬具 ８～10年 

工具、器具及び備品 ３～20年 

ロ．無形固定資産（リース資産を除く） 

      定額法を採用しております。 

なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間(５年)に基づ

く定額法を採用しております。 
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ハ．リース資産 

      リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。 

ニ．長期前払費用 

均等償却を採用しております。 

ホ．投資不動産 

定額法を採用しております。 

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。 

建物      30～42年 

へ．不動産信託受益権 

定額法を採用しております。 

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。 

建物          24年 

③重要な引当金の計上基準 

貸倒引当金                 

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸

念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上してお

ります。 

④退職給付に係る会計処理の方法 

当社は、退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る期末自己都合

要支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しております。 

⑤重要なヘッジ会計の方法 

イ．ヘッジ会計の方法 

      ヘッジ会計の要件を満たす金利スワップについて、特例処理によっております。 

ロ．ヘッジ手段とヘッジ対象 

      借入金の金利支払に係る金利変動リスクをヘッジするために、金利スワップを使用し

ております。 

ハ．ヘッジの方針 

      将来予想される金利変動リスクを回避する目的で金利スワップ取引を行っております。

なお、投機的な取引は行わない方針であります。 

ニ．ヘッジ有効性評価の方法 

      金利スワップの特例処理を採用しているため、有効性の評価を省略しております。 

⑥その他連結計算書類作成のための重要な事項 

消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は主に税抜方式によっており、控除対象外消費税及び

地方消費税は、当連結会計年度の費用として処理しております。 

 

２．追加情報に関する注記 

  （固定資産から販売用不動産への振替） 

 当連結会計年度において、「土地」及び「投資不動産」に計上していた賃貸用不動産等 320,657

千円を保有目的の変更により、「販売用不動産」に振替えております。 
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  （法人税等の税率変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正） 

 当社は、2019 年９月１日付で資本金を 99,000 千円に減資したことにより、法人事業税の外

形標準課税が不適用となりました。これに伴い、繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に使用

する法定実効税率は、2019年４月１日に開始する連結会計年度以降に解消すると見込まれる一

時差異については 30.6％から 33.6％に変更しております。 

この税率変更による連結財務諸表に与える影響は軽微であります。 

 

  （会計上の見積りを行う上での新型コロナウイルス感染症の影響の考え方） 

 今般の新型コロナウイルス感染症の感染拡大や、それに伴い 2020年４月７日に日本政府によ

り発令された改正新型インフルエンザ等対策特別措置法第32条第１項の規定に基づく緊急事態

宣言を受け、当社グループにおいては、当該感染症の感染拡大予防措置として、店舗休業等の

対応をとっております。これは、当社グループの資産又は資産グループの回収可能価額、特に

当該資産又は資産グループの継続的使用によって生じると見込まれる将来キャッシュ・フロー

の見積りに影響を及ぼすものであります。 

当該感染症の今後の広がり方や収束時期等について統一的な見解がないものの、当社グルー

プにおいては、減損の兆候がある資産又は資産グループに関する将来キャッシュ・フローの見

積りについては、過去に発生した感染症例事例や、当該見積りに影響を及ぼすと考えられる入

手可能な情報を総合的に勘案し、2021年 3月期の一定期間にわたり当該影響が継続するとの仮

定のもと、会計上の見積りを行っております。 

 

３．連結貸借対照表に関する注記 

(1) 担保に供している資産及び担保に係る債務 

①担保に供している資産 

定期預金 180,000 千円 

販売用不動産 100,632 千円 

建物及び構築物 423,196 千円 

土地 248,123 千円 

不動産信託受益権 673,024 千円 

計 1,624,975 千円 

②担保に係る債務 

短期借入金 746,800 千円 

１年内返済予定の長期借入金 179,980 千円 

長期借入金 516,089 千円 

計 1,442,869 千円 

 (2) 有形固定資産の減価償却累計額     681,375千円 

 

４．連結株主資本等変動計算書に関する注記 

 (1) 発行済株式の総数に関する事項 

普通株式 53,640,841株 

(2) 配当に関する事項 

①配当金支払額 

     該当事項はありません。 

   ②基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

     該当事項はありません。 
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５．金融商品に関する注記 

(1) 金融商品の状況に関する事項 

①金融商品に対する取組方針 

当社グループは、資金運用については短期的な預金等に限定し、銀行等金融機関からの借

入及び新株予約権の権利行使による払込みにより資金調達を行っております。 

②金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制 

営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されています。当該リスク

に関しては、取引先ごとに与信管理を徹底し、回収期日や残高を定期的に管理することで、

財務状況等の悪化等による回収懸念の早期把握や軽減を図っております。 

③金融商品の時価等に関する事項についての補足説明 

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算

定された価額が含まれております。当該価額の算定において一定の前提条件等を採用してい

るため、異なる前提条件等によった場合、当該価額が異なることもあります。 

(2) 金融商品の時価等に関する事項 

2020 年３月 31 日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次の

とおりであります。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは含まれており

ません。詳細につきましては、「（注）２．」をご参照下さい。 

 
連結貸借対照表 

計上額（千円） 
時価（千円） 差額（千円） 

① 現金及び預金 1,053,775 1,053,775 ― 

② 受取手形及び売掛金 166,393 166,393 ― 

③ 支払手形及び買掛金 150 150 ― 

④ 短期借入金 746,800 746,800 ― 

⑤ リース債務（流動負債） 16,123 16,123 ― 

⑥ 未払金 316,640 316,640 ― 

⑦ 長期借入金 

（１年内返済予定を含む） 
1,385,787 1,387,670 △1,883 

⑧ リース債務（固定負債） 187,229 276,371 △89,141 

⑨ 長期未払金 163,819 162,831 987 

（注）１．金融商品の時価の算定方法 

①現金及び預金及び②受取手形及び売掛金 

 これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳
簿価額によっております。 

③支払手形及び買掛金、④短期借入金、⑤リース債務（流動負債）及び⑥未払金 

 これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳
簿価額によっております。 

⑦長期借入金（１年内返済予定を含む）、⑧リース債務（固定負債）及び⑨長期未払金 

 これらの時価については、元利金の合計額を、新規に同様の借入又はリース取引を
行った場合に想定される利率で割り引いた現在価値により算定しております。 

     ２．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品は次のとおりであり、金融商

品の時価情報には含めておりません。 

区分 連結貸借対照表計上額（千円） 

非上場株式 16,700 

敷金及び保証金 603,034 

敷金及び保証金については、賃借資産の使用期間が明確ではないため、時価開示の対

象としておりません。 
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６．賃貸等不動産に関する注記 

賃貸等不動産の状況に関する事項 

  当社は、北海道その他の地域において、賃貸用のオフィスビル及びレジデンス（土地を含む）

を有しております。2020年３月期における当該賃貸等不動産に関する賃貸損益は△881千円（賃

貸収益は売上高に、主な賃貸費用は売上原価に計上）であります。 

 なお、追加情報に記載の通り、賃貸用不動産等を保有目的の変更により、販売用不動産に振

替えております。 

 

７．１株当たり情報に関する注記 

 (1) １株当たり純資産額        12円 14銭 

(2) １株当たり当期純損失(△)   △3円 56銭 

 

８．重要な後発事象に関する注記 

   該当事項はありません。 

 

９．その他の注記 

   該当事項はありません。 
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個別注記表 

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記 

(1) 資産の評価基準及び評価方法 

①有価証券 

イ．子会社株式及び関連会社株式 

 移動平均法による原価法を採用しております。 

ロ．その他有価証券 

・時価のあるもの  

決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は部分純資産直入法により処理し、

売却原価は総平均法により算定）を採用しております。 

・時価のないもの       
総平均法による原価法を採用しております。 

また、投資事業組合出資金については、当該投資事業組合の直近の決算書の当社

持分割合で評価しております。 

②たな卸資産 

販売用不動産 個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げ

の方法により算定）を採用しております。 

 (2) 固定資産の減価償却の方法 

①有形固定資産          

定率法を採用しております。 

ただし、建物（附属設備を除く）並びに 2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及び

構築物については、定額法を採用しております。 

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。 

建物         15～18年 
工具、器具及び備品 15～20年 

②無形固定資産 

    定額法を採用しております。 

なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間(５年)に基づく定

額法を採用しております。 

③長期前払費用 

均等償却を採用しております。 

④投資不動産 

  定額法を採用しております。 

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。 

建物      30～42年 

 (3) 引当金の計上基準 

①貸倒引当金                 

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念

債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しておりま

す。 

②退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度の末日における退職給付債務の見込額に基づ

き計上しております。 

退職給付引当金及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る期末自己都合要支給額を退職

給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しております。 
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③関係会社事業損失引当金                 

関係会社の事業損失に備えるため、関係会社の財務状態等を勘案し、損失見込額を計上し

ております。 

(4) ヘッジ会計の方法 

①ヘッジ会計の方法 

ヘッジ会計の要件を満たす金利スワップについて、特例処理によっております。 

②ヘッジ手段とヘッジ対象 

借入金の金利支払に係る金利変動リスクをヘッジするために、金利スワップを使用してお

ります。 

③ヘッジの方針 

将来予想される金利変動リスクを回避する目的で金利スワップ取引を行っております。な

お、投機的な取引は行わない方針であります。 

④ヘッジ有効性評価の方法 

金利スワップの特例処理を採用しているため、有効性の評価を省略しております。 

 (5) その他計算書類作成のための基本となる重要な事項 

①消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっており、控除対象外消費税及び地方消

費税は、当事業年度の費用として処理しております。 

②匿名組合出資金 

匿名組合出資金のうち、金融商品取引法第２条第２項により有価証券とみなされるものに

ついては「投資有価証券」としております。なお、投資有価証券については、分配された損

益について営業外損益に計上するとともに同額を投資有価証券に加減算することにより評価

しております。 

なお、ホテル事業の運営に係る投資有価証券について分配された損益については、営業損

益に計上するとともに同額を投資有価証券に加減算することにより評価しております。 

 

２．追加情報に関する注記 

  （固定資産から販売用不動産への振替） 

 当事業年度において、「土地」及び「投資不動産」に計上していた賃貸用不動産等 239,957

千円を保有目的の変更により、「販売用不動産」に振替えております。 

 

  （法人税等の税率変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正） 

 当社は、2019 年９月１日付で資本金を 99,000 千円に減資したことにより、法人事業税の外

形標準課税が不適用となりました。これに伴い、繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に使用

する法定実効税率は、2019年４月１日に開始する会計年度以降に解消すると見込まれる一時差

異については 30.6％から 33.6％に変更しております。 

この税率変更による財務諸表に与える影響は軽微であります。 

 

  （会計上の見積りを行う上での新型コロナウイルス感染症の影響の考え方） 

 今般の新型コロナウイルス感染症の感染拡大や、それに伴い 2020年４月７日に日本政府によ

り発令された改正新型インフルエンザ等対策特別措置法第32条第１項の規定に基づく緊急事態

宣言を受け、当社においては、当該感染症の感染拡大予防措置として、子会社において店舗休

業等の対応をとっております。これは、当社の資産又は資産グループの回収可能価額、特に当

該資産又は資産グループの継続的使用によって生じると見込まれる将来キャッシュ・フローの

見積りに影響を及ぼすものであります。 
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当該感染症の今後の広がり方や収束時期等について統一的な見解がないものの、当社におい

ては、減損の兆候がある資産又は資産グループに関する将来キャッシュ・フローの見積りにつ

いては、過去に発生した感染症例事例や、当該見積りに影響を及ぼすと考えられる入手可能な

情報を総合的に勘案し、2021年3月期の一定期間にわたり当該影響が継続するとの仮定のもと、

会計上の見積りを行っております。 

 

３．貸借対照表に関する注記 

(1) 担保に供している資産及び担保に係る債務 

①担保に供している資産 

定期預金 130,000 千円 

販売用不動産 27,223 千円 

計 157,223 千円 

 

②担保に係る債務  

１年内返済予定の長期借入金 90,000 千円 

長期借入金 377,500 千円 

計 467,500 千円 

 (2) 有形固定資産の減価償却累計額     275,442千円 

(3) 保証債務 

    他の会社の金融機関等からの借入債務に対し、連帯保証を行っております。 

   株式会社バリュー・ザ・ホテル          136,800千円 

   株式会社フィーノホテルズ            179,242千円 

   株式会社プレミアリゾートオペレーションズ      2,648千円 

 

 (4) 関係会社に対する金銭債権及び金銭債務 

関係会社に対する資産及び負債には、区分掲記されたもののほか次のものがあります。 

   短期金銭債権       1,259千円 

   短期金銭債務           4,016千円 

 

４．損益計算書に関する注記 

関係会社との取引高 

  営業取引による取引高 

売上高             309,969千円 

仕入高                        16,433千円 

営業取引以外の取引による取引高  17,880千円 

 

５．株主資本等変動計算書に関する注記 

自己株式の種類及び株式数 

  普通株式 1,625株 

 

６．税効果会計に関する注記 

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳は、次のとおりであります。 

（繰延税金資産）   

貸倒引当金 1,392,995 千円 

退職給付引当金 2,060 千円 
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販売用不動産 68,048 千円 

投資有価証券評価損 395,542 千円 

関係会社株式評価損 352,126 千円 

固定資産減価償却超過額 71,776 千円 

その他 144,587 千円 

繰越欠損金 1,234,745 千円 

小計 3,661,880 千円 

評価性引当額 △3,661,880 千円 

合計 － 千円 

（繰延税金負債）   

その他有価証券評価差額金 36 千円 

合計 36 千円 

繰延税金負債純額 36 千円 

 

７．リースにより使用する固定資産に関する注記 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引 

    リース取引は事業内容に照らして重要性が乏しく契約１件当たりのリース料総額も 3,000千

円を超えるものがないため、記載を省略しております。 

 

８．関連当事者との取引に関する注記 

  子会社及び関連会社等  

種類 会社等の名称 

議決権等の所有 

（被所有） 

割合（％） 

関連当事者 

との関係 
取引の内容 

取引金額 

（千円） 
科目 

期末残高

（千円） 

子会社 朝里川温泉開発㈱ 100.00 

資金の立替 

担保の被提供 

役員の兼任 

土地購入資金などの立替（注）２ 1,155 
関係会社 

短期債権 
281,874 

当社銀行借入に対する 

不動産の担保被提供（注）３ 
467,500 － － 

子会社 
㈱バリュー・ 

ザ・ホテル 
100.00 

役務の提供 

資金の援助 

役員の兼任 

担保の被提供 

資金の貸付（注）１ ４ 27,000 
関係会社 

長期貸付金 
2,027,000 

当社銀行借入に対する 

不動産の担保被提供（注）３ 
746,800 － － 

銀行借入等に対する債務保証 

（注）６ 
136,800 － － 

子会社 ㈱フィーノホテルズ 100.00 

資金の援助 

役員の兼任 

役務の提供 

経営指導による業務委託報酬 

（注）７ 
188,436 － － 

資金の貸付（注）１ 478,750 
関係会社 

長期貸付金 
818,750 

利息の受取（注）１ 9,586 未収入金 1,125 

銀行借入等に対する債務保証 

（注）６ 
179,242 － － 

当社銀行借入に対する 

連帯保証（注）３ 
190,000 － － 

子会社 ㈱衣浦グランドホテル 100.00 
資金の援助 

役員の兼任 

資金の貸付（注）１ 43,000 
関係会社 

長期貸付金 
90,000 

利息の受取（注）１ 1,035 未収入金 98 

子会社 
㈱バリュー・ 

ザ・ホテル宮城 
100.00 

資金の援助 

役員の兼任 
資金の貸付（注）１ ５ 50,000 

関係会社 

長期貸付金 
1,878,800 

子会社 
(同)東北早期復興支

援ファンド２号 
100.00 

資金の援助 

担保の被提供 

資金の貸付（注）１ 130,000 
関係会社 

長期貸付金 
80,000 

利息の受取（注）１ 6,698 － － 

当社銀行借入に対する 

不動産の担保被提供（注）３ 
467,500 － － 

上記の金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれており

ます。 
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取引条件及び取引条件の決定方針等 

（注）１．貸付金及び借入金の利率については、市場金利を勘案して合理的に決定しております。 

 ２．朝里川温泉開発㈱への関係会社短期債権に対し、201,174 千円の貸倒引当金を計上してお

ります。 

 ３．当社の銀行借入に対し、朝里川温泉開発㈱、㈱バリュー・ザ・ホテル及び(同)東北早期復

興支援ファンド２号から不動産の担保提供を受けており、また、㈱フィーノホテルズから

は連帯保証を受けております。なお、保証料の支払は行っておりません。 

 ４．㈱バリュー・ザ・ホテルへの関係会社長期貸付金に対し、2,027,000 千円の貸倒引当金を

計上しております。 

  ５．㈱バリュー・ザ・ホテル宮城への関係会社長期貸付金に対し、1,878,800 千円の貸倒引当

金を計上しております。また、関係会社の事業損失に備えるため、当社負担損失見込額と

して、49,425千円の関係会社事業損失引当金を計上しております。 

 

 ６．㈱バリュー・ザ・ホテル及び㈱フィーノホテルズの銀行借入等に対して、債務保証をして

おります。なお、保証料の受取は行っておりません。 

 ７．一般的な取引条件を参考に決定しております。 

 

９．１株当たり情報に関する注記 

(1) １株当たり純資産額          8円 99銭 

(2) １株当たり当期純損失(△)    △1円 08銭 
 

10．重要な後発事象に関する注記 
該当事項はありません。 

 

11．その他の注記 
該当事項はありません。 
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